
Ⅴ 生活環境班 

 

１ 食品衛生業務 

 (１) 業務内容 

 (２) 食品衛生法に基づく営業施設及び監視状況 

 (３) 食品の収去検査 

 (４) 食中毒発生状況及び食品に関する苦情受付 

    状況 

 (５) 食品表示法に係る点検状況 

 (６) 調理師及び製菓衛生師試験願書受付及び免 

    許交付状況 

 (７) 衛生教育の実施状況 

 (８) 沖縄県食品衛生協会北部支部 

 

 

２ 生活衛生業務 

 (１) 業務内容 

 (２) 生活衛生営業施設 

 (３) 水道関係 

 (４) 墓地関係 

 (５) 化製場法 

 (６) 建築物衛生法 

 (７) 遊泳用プール 

 

 

３ 医事薬事業務 

 (１) 業務内容 

 (２) 病院、診療所及び助産所 

 (３) 医療従事者 

 (４) あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう 

    師に関する法律及び柔道整復師法 

 (５) 医薬品医療機器等法、毒物及び劇物取締法 

 (６) 麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、あ 

    へん法及び覚醒剤取締法 

 (７) 血液事業 

 (８) ハブ対策 

 (９) 海洋危険生物対策 

 

 

 

４ 環境保全業務 

 (１) 業務内容 

 (２) 水質環境保全 

 (３) 大気環境保全 

 (４) 公害苦情調査 

 

 

５ 環境整備業務 

 (１) 業務内容 

 (２) 廃棄物処理 

 (３) 建設リサイクル 

 (４) 自動車リサイクル 

 (５) ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃 

    棄物 

 (６) 廃棄物不適正処理防止対策 

 (７) 浄化槽 

 (８) そ族昆虫及び衛生害虫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 食 品 衛 生 業 務 
 

（１） 業務内容 

 保健所では主に、食品衛生法に基づく営業施設の監視指導、食品表示法に係る指導及び調

理師法、製菓衛生師法に係る試験願書受付及び免許申請受付などの業務を行っている。また、

食品の安全性を確保し食品に起因する事故を防止するために作成された沖縄県食品衛生監視

指導計画に基づき食品の収去検査及び監視指導を実施している。 

食中毒発生時には原因調査を行い、原因施設に対し行政処分等を行うことにより再発防止

の徹底を図っている。 

  

（２） 食品衛生法に基づく営業施設及び監視状況 

ア 営業許可施設 

 食品衛生法は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規則その他の措置

を講ずることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もって国民の健康の保

護を図ることを目的として昭和 22年に制定され、これまでに 30 次以上の改正を経て整備さ

れてきた。 

食品衛生法は平成 30 年 6月 13 日に大きな改正（以下「改正法」という。）があり、令和

3 年 6 月 1 日に本格施行となった。その内容は施設基準の平準化、営業許可業種の見直し、

HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の制度化、食品の自主回収（リコール）の報告義務など

である。ただし、改正法施行前（以下「旧法」という。）に許可を取得した施設は、有効期

限までは旧法の基準により営業継続が可能であるが、更新時には改正法の基準に従い新たに

許可を取得することとなっている。表１、表２は令和３年５月 31日までに旧法により営業許

可を取得した営業施設数、表３、表４は令和３年６月１日以降に改正法に基づき許可を取得

した営業施設数となっている。よって改正法の施行日以降の許可申請はすべて新規として取

り扱っている。 

祭りなどの催事の際に出店される営業については、食品衛生法に係る許可が必要であり、

旧法では「簡易営業」又は「自動車営業」の分類となっていた。さらに取り扱う品目によっ

て飲食店営業、喫茶店営業、菓子製造業、アイスクリーム製造業のそれぞれの許可業種の取

得が必要であったが、改正法では、それぞれの許可業種が飲食店営業の「臨時営業」に一本

化された。ただし、取扱う品目により必要給水量が定められ、また直前加熱を条件としてい

ることから提供できる食品は限られている。 

一方、社会的ニーズの高まりにより自動車営業いわゆるキッチンカーの規制は緩和され、

必要給水量により、これまで取扱いが制限されていた食品の提供も可能となった。（表５） 

 

 

 

 

 

 

 

ｰ 54 ｰ



表 1 旧食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設数及び調査監視指導件数 令和４年度 

業  種 
営業施設数 

(年度末現在) 

廃業施設数 

(年度中) 

調査・監視指導施

設数(年度中) 

飲  食  店  営  業 1,881 355 19 

 一 般 食 堂 ・ レ ス ト ラ ン 等 783 117 2 

仕 出 し 屋 ・ 弁 当 屋 57 9 1 

旅 館 70 15 2 

そ の 他 971 214 14 

菓 子 ( パ ン を 含 む ) 製 造 業 303 46 4 

乳 処 理 業 2 0 0 

乳 製 品 製 造 業 4 1 0 

魚 介 類 販 売 業 84 23 0 

魚 介 類 競 り 売 り 営 業 3 0 0 

魚 肉 練 り 製 品 製 造 業 5 1 0 

食 品 の 冷 凍 ま た は 冷 蔵 業 4 3 0 

かん詰またはびん詰食品製造業（上

記 及 び 下 記 以 外 ） 
7 0 0 

喫 茶 店 営 業 227 57 1 

（ 再 掲 ） 自 動 販 売 機 47 9 0 

ア イ ス ク リ ー ム 製 造 業 54 11 0 

食 肉 処 理 業 15 1 1 

食 肉 販 売 業 82 22 0 

食 肉 製 品 製 造 業 5 0 0 

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業 0 1 0 

食 用 油 脂 製 造 業 1 0 0 

み そ 製 造 業 11 0 0 

し ょ う ゆ 製 造 業 1 0 0 

ソ ー ス 類 製 造 業 18 1 0 

酒 類 製 造 業 10 0 0 

豆 腐 製 造 業 11 2 0 

麺 類 製 造 業 10 1 0 

そ う ざ い 製 造 業 143 22 0 

添加物（法第 13 条第 1 項の規定によ
り規格が定められたものに限る。）
製 造 業 

1 0 1 

清 涼 飲 料 水 製 造 業 27 1 0 

氷 雪 製 造 業 6 1 0 

計 2,915 549 26 
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表２ 旧食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設数(市町村別)      令和４年度末 

業  種 

名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

簡

易

営

業 

自
動
車
営
業 

合

計 

飲 食 店 営 業 919 89 21 19 175 314 74 14 23 196 37 1,881 

 一般食堂・レストラン等 416 36 14 12 89 172 35 3 6 0 0 783 

仕 出 し 屋 ・ 弁 当 屋 32 6 1 2 4 10 1 0 1 0 0 57 

旅 館 9 5 0 3 14 21 6 4 8 0 0 70 

そ の 他 462 42 6 2 68 111 32 7 8 196 37 971 

菓子(パンを含む)製造業 112 14 14 8 37 44 15 7 2 42 8 303 

乳 処 理 業 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 

乳 製 品 製 造 業 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 0 4 

魚 介 類 販 売 業 38 5 5 0 6 19 6 2 3 0 0 84 

魚 介 類 競 り 売 り 営 業 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 

魚 肉 練 り 製 品 製 造 業 1 0 0 0 0 2 1 1 0 0 0 5 

食品の冷凍または冷蔵業 1 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 4 

かん詰またはびん詰食品製造

業 （ 上 記 及 び 下 記 以 外 ） 3 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0 7 

喫 茶 店 営 業 62 3 1 1 15 13 4 1 0 100 27 227 

 （再掲）自動販売機 36 1 1 0 3 5 0 0 0 0 0 46 

アイスクリーム製造業 27 3 3 2 3 10 0 0 0 3 3 54 

食 肉 処 理 業 12 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 15 

食 肉 販 売 業 36 6 0 1 11 18 7 1 2 0 0 82 

食 肉 製 品 製 造 業 3 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 5 

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

食 用 油 脂 製 造 業 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

み そ 製 造 業 3 2 0 0 2 2 1 0 1 0 0 11 

し ょ う ゆ 製 造 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

ソ ー ス 類 製 造 業 4 1 1 2 4 5 0 1 0 0 0 18 

酒 類 製 造 業 6 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0 10 

豆 腐 製 造 業 5 2 0 0 2 1 1 0 0 0 0 11 

麺 類 製 造 業 2 0 1 0 1 4 0 1 1 0 0 10 

そ う ざ い 製 造 業 63 4 8 4 26 28 6 3 1 0 0 143 

添加物（法第 13 条第 1 項の規

定により規格が定められたも

の に 限 る 。 ） 製 造 業 

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

清 涼 飲 料 水 製 造 業 11 2 3 2 5 4 0 0 0 0 0 27 

氷 雪 製 造 業 4 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 6 

計 1,315 135 63 42 293 467 116 33 35 341 75 2,915 
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表３ 改正食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設数及び調査監視指導件数 

令和４年度 

業   種 

営業施設数 

（年度末現在） 

営業許可施設数

(新規) 

廃業施設数 

（年度中） 

調査・監視指

導施設数 

（年度中） 

飲 食 店 営 業 1,015 575 15 632 

調理の機能を有する自動販売機 0 0 0 0 

食 肉 販 売 業 38 25 0 0 

魚 介 類 販 売 業 41 24 0 24 

魚 介 類 競 り 売 り 営 業 0 0 0  0 

集 乳 業 0 0 0 0 

乳 処 理 業 0 0 0 0 

特 別 牛 乳 搾 取 処 理 業 0 0 0 0 

食 肉 処 理 業 1 1 0 1 

食 品 の 放 射 線 照 射 業 0 0 0 0 

菓 子 製 造 業 142 84 0 76 

ア イ ス ク リ ー ム 製 造 業 5 3 0 6 

乳 製 品 製 造 業 1 1 0 2 

清 涼 飲 料 水 製 造 業 19 7 0 8 

食 肉 製 品 製 造 業 2 1 0 1 

水 産 製 品 製 造 業 5 4 0 5 

氷 雪 製 造 業 0 0 0 0 

液 卵 製 造 業 0 0 0 0 

食 用 油 脂 製 造 業 0 0 0 0 

み そ 又 は し ょ う ゆ 製 造 業 5 2 0 0 

酒 類 製 造 業 6 5 0 7 

豆 腐 製 造 業 3 1 0 0 

納 豆 製 造 業 0 0 0 0 

麺 類 製 造 業 8 3 0 3 

そ う ざ い 製 造 業 78 43 0 39 

複 合 型 そ う ざ い 製 造 業 0 0 0 0 

冷 凍 食 品 製 造 業 1 0 0 0 

複 合 型 冷 凍 食 品 製 造 業 0 0 0 0 

漬 物 製 造 業 16 6 0 7 

密 封 包 装 食 品 製 造 業 25 9 0 11 

食 品 の 小 分 け 業 1 1 0 1 

添 加 物 製 造 業 2 2 0 2 

計 1,414  797 15 832 
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表４ 改正食品衛生法に基づく許可を要する食品関係営業施設数(市町村別)    令和４年度末 

業   種 

名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

臨

時

営

業 

自
動
車
営
業 

合

計 

飲 食 店 営 業 474 44 18 7 102 183 33 18 6 93 37 1,015 

調 理 の 機 能 を 有 す る 

自 動 販 売 機 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

食 肉 販 売 業 18 5 1 0 5 6 1 2 0 0 0 38 

魚 介 類 販 売 業 20 5 0 0 4 8 2 2 0 0 0 41 

魚 介 類 競 り 売 り 営 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

集 乳 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳 処 理 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特 別 牛 乳 搾 取 処 理 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

食 肉 処 理 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

食 品 の 放 射 線 照 射 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

菓 子 製 造 業 58 14 8 6 16 27 7 3 3 0 0 142 

アイスクリーム製造業 1 0 0 0 2 1 1 0 0 0 0 5 

乳 製 品 製 造 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

清 涼 飲 料 水 製 造 業 8 0 2 0 3 6 0 0 0 0  19 

食 肉 製 品 製 造 業 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 

水 産 製 品 製 造 業 2 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 5 

氷 雪 製 造 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

液 卵 製 造 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

食 用 油 脂 製 造 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

みそ又はしょうゆ製造業 1 0 1 1 0 0 1 0 1 0 0 5 

酒 類 製 造 業 3 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 6 

豆 腐 製 造 業 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 

納 豆 製 造 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

麺 類 製 造 業 4 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 8 

そ う ざ い 製 造 業 34 5 0 4 11 11 7 4 2 0 0 78 

複合型そうざい製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

冷 凍 食 品 製 造 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

複合型冷凍食品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

漬 物 製 造 業 3 0 1 0 3 4 4 1 0 0 0 16 

密 封 包 装 食 品 製 造 業 10 0 2 2 5 3 2 1 0 0 0 25 

食 品 の 小 分 け 業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

添 加 物 製 造 業 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2 

合  計 642 75 33 20 154 254 60 34 12 93 37 1,414 
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表５ 祭りなどの催事に出店する営業（臨時営業・自動車営業）          令和４年度末 

 業   種 取扱い可能食品 簡易営業 自動車営業 合 計 

旧
法
に
基
づ
く
許
可 

飲 食 店 営 業 煮物類、焼物、麺類、揚げ物など 196 37 233 

菓子（パンを含む）営業 菓子類、パンなど 42 8 50 

喫 茶 店 営 業 かき氷、シャーベット、飲物 100 27 127 

アイスクリーム類製造業 アイスクリーム類 3 3 6 

小 計  
341 75 416 

新

法

に

基

づ

く

許

可 

飲食店営業 ( 必要水量 ) 取扱い可能食品 臨時営業 自動車営業 合 計 

臨 時 営 業 4 0 L 

既製品（スナック菓子、パン、清涼飲料水、

かき氷、アイスクリーム類等） 

かき氷、アイスクリーム類（小分け）飲物 

14  14 

臨 時 営 業 8 0 L 

調理方法が容易で、販売直前に十分に加熱さ

れ他食品（煮物類、焼物、麺類、揚げ物、菓

子類等、） 

78  78 

臨 時 営 業 2 0 0 L 
上記の品目で使い捨て容器を使用しない場

合 
1  1 

自 動 車 営 業 4 0 L 
簡単な調理行為（1 工程のみ）で調理した食

品（揚げ物、かき氷、清涼飲料水等） 
 7 7 

自 動 車 営 業 8 0 L 

簡単な調理行為（2 工程まで）で調理した食

品（ホットドッグ、アイスなどへのトッピン

グ等） 

 19 19 

自 動車営業 2 0 0 L 
大量の水を要する複数の調理工程により調

理師した食品（下処理～調理～盛り付け） 
 11 11 

小 計  93 37 130 

合 計  434 112 546 

 

  

表６ 食品営業許可施設数の推移 

 平成 30 年度末 平成 31 年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 

許可施設 5,342 5,241 5,832 4,365 4,329 

新 規 564 662 530 748 797 

継 続 259 326 328 67  

※法改正により令和 3年 6月 1日以降の許可申請は新規申請として扱う 
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イ 営業届出施設等 

食品衛生法の改正により、営業届出制度が新設され従来の県細則に基づく営業報告につい

ては令和３年５月 31 日付けで廃止された。よって、食品を取扱う営業者は改正法に基づく区

分により、営業届出を提出する必要がある。なお、従来許可業種とされてきた乳類販売業、

魚介類販売業（包装済みの魚介類のみの販売）、食肉販売業（包装済みの食肉のみの販売）、

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置）は営業届出施設へ移行されている。 

 

表７ 改正法食品衛生法に基づく届出を要する食品関係営業施設        令和４年度末 
 業  種 施 設 数 

旧許可業種で

あ っ た 営 業 
魚介類販売業（包装済みの魚介類のみの販売） 113 

食肉販売業（包装済みの食肉のみの販売） 89 

乳類販売業 202 

氷雪販売業 0 

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） 10 

販 売 業 弁当販売業 2 

野菜果物販売業 7 

米穀類販売業 1 

通信販売・訪問販売による販売業 2 

コンビニエンスストア 71 

百貨店・総合スーパー 35 

自動販売機による販売販売業（コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設

置）を除く） 
26 

その他の食料・飲料販売業 79 

製造・加工業 添加物製造・加工業（法第 13 条第 1項の規定により規格が定められた添

加物の製造を除く） 
143 

いわゆる建康食品の製造、加工業 11 

コーヒー製造・加工業（飲料の製造を除く） 13 

農産保存食料品製造・加工業 7 

調味料製造・加工業 14 

糖類製造・加工業 1 

精穀・製粉業 10 

製茶業 17 

海草製造・加工業 8 

卵選別放送業  2 

その他の食料品製造・加工業 375 

上記以外のも

の（改正法によ

る改正後の法

第 68 条第３項

において準用

されるものを

含 む 。 ） 

行商 2 

集団給食施設 31 

器具・容器包装の製造・加工業（合成樹脂が使用された器具又は容器包

装の製造、加工に限る） 
1 

露天・仮設店舗における飲食の提供のうち、営業とみなされないもの 0 

その他 9 

合 計 1,431 
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(３) 食品の収去検査 

収去検査とは、食品を製造又は販売する営業施設から食品又は原材料等を採取し、試験検査

を行うことで、令和４年度の沖縄県食品衛生監視指導計画に基づくものは 12 件であった。 

 

表８ 収去検査検体数                         令和４年度 

 

収去数 

（内訳） 

違反件数 
微生物 

残留 

農薬 

残留動物

用医薬品 
その他 

魚介類 1 0 1 0 0 0 

肉卵類及びその加工品（かん詰

・びん詰を除く） 
3 0 3 0 0 0 

野菜類・果物及びその加工品 

（かん詰・びん詰を除く） 
3 0 0 3 0 0 

その他の食品 5 5 0 0 0 0 

計 12 5 4 3 0 0 

 

(４) 食中毒発生状況及び食品に関する苦情受付状況 

   令和４年度は、カンピロバクター属菌に起因する食中毒事件が発生した。調査の結果、原因

施設となった飲食店に対して行政処分（営業停止５日）をおこなった。また、食中毒事件には

至らなかったものの、有症等の苦情についても、原因の調査や関連する施設の指導等を実施し、再発

防止を図っている。（表９，表１０） 

 

表９   管内食中毒発生状況 (過去５年間)  

年度 月 原因施設 喫食者数 
患者数 

(死者数) 
原因食品 病因物質 

平成 3 1 年度 

(令和元年度) 

4 月 自 宅 2  1 シメサバ アニサキス 

5 月 飲 食 店 15  10 不明 ロタウイルス 

令 和 ２ 年 度 
6 月 自 宅 9  5 バラウエダイ シガトキシン 

8 月 自 宅 4  2 イッテンフエダイ シガトキシン 

令 和 ３ 年 度 4 月 介護施設 179  11(１) 春雨の和え物 サルモネラ属菌 

令 和 ４ 年 度 

9 月 飲 食 店 4  2 調理品 
カンピロバクター・ジ

ェジュニ 

1 月 不 明 9  2 不明 
カンピロバクター・ジ

ェジュニ 

※（ ）は死者数 

表 10 要因別苦情件数           令和４年度 

要 因 件 数 内 容 

有 症 4 ノロウイルス疑い等 

異 物 混 入 3 金属片等 

表 示 1 表示方法 

施 設 管 理 7 加熱不十分等 

そ の 他 9 許可条件 
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 (５) 食品表示法に係る点検状況  

食品表示法は、食品に関する表示が食品を摂取する際の安全性の確保及び自主的かつ合理的

な食品の選択の機会の確保に関し重要な役割を果たしていることから、食品に関する表示につ

いて基準の策定その他必要な事項を定めることによりその適正を確保することとしている。よ

ってその対象は、販売されるものに限らず不特定又は多数の者に譲渡されるものも含まれる。 

保健所では沖縄県食品衛生監視指導計画に基づき、前期（5月～6月）、後期(10 月)に食品

表示一斉取締りを実施し、販売施設を中心に食品の表示について点検を行っている。 

 
表 11 食品の表示を点検した件数 

 品 目 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

１ 魚介類 0 3 1 0 0 

２ 魚介類加工品 5 3 4 1 5 

３ 食肉 0 8 0 0 10 

４ 食品製品及び食肉加工品 1 3 1 6 0 

５ 卵及びその加工品 0 0 0 0 0 

６ 乳 0 0 0 0 0 

７ 乳製品及び乳類加工品 0 0 0 0 0 

８ アイスクリーム・氷菓 0 0 0 0 0 

９ 穀物 0 0 0 3 0 

10 めん類 2 0 2 1 4 

11 もち 0 3 0 4 0 

12 菓子類 10(1) 10(1) 44(1) 107 34 

13 （上記以外の）穀類加工品 1 0 1 1 1 

14 生鮮野菜及び果物 1 0 0 0 5 

15 野菜果物乾燥品及び加工品 2 0 10 8 8 

16 豆腐及びその加工品 0 0 1 4 0 

17 漬物 0 0 0 1 0 

18 (上記以外の)野菜・果物の加工品 2 0 0 5 0 

19 そうざい及びその半製品 10 7 23(8) 36 66 

20 弁当 0 3 7 4 6 

21 無加熱摂取冷凍食品 0 0 0 0 0 

22 凍結前加熱加熱後摂取冷凍食品 0 0 0 0 0 

23 凍結前未加熱加熱後摂取冷凍食品 0 0 0 0 0 

24 生食用冷凍鮮魚介類 0 0 0 0 0 

25 かん詰又はびん詰め食品 2 0 0 22 0 

26 清涼飲料水 4 0 9 11 0 

27 酒精飲料 1 0 4 0 0 

28 氷雪 0 0 0 0 0 

29 水 0 0 0 0 0 

30 調味料 9 0 8 15 1 

31 その他の食品 2 0 15 14 1 

32 添加物及びその製剤 0 0 1 0 0 

 合計 52 40 131 243 150 

※( )違反件数 
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(６) 調理師及び製菓衛生師試験願書受付及び免許交付状況 

    ア 調理師免許 

調理師試験 令和４年 12月８日 

出願者数 管内 59名、県内 584 名 

合格者数 管内 33名、県内 281 名 

調理師免許申請数 37 件 調理師免許変更届出数７件 再交付申請数 12 件 

 

イ 製菓衛生師免許 

製菓衛生師試験 令和４年４月２６日 

出願者数 管内 3名、県内 72名 

合格者数 管内 2名、県内 43名 

製菓衛生師免許申請数２件 製菓衛生師免許変更届出数０件 再交付申請数１件 

 

(７) 衛生教育の実施状況 

食中毒の防止及び食品の衛生的な取扱いの普及に向けて、保健所では食品衛生講習会等を実

施している。また夏期及び年末の食品一斉取締りや表示取締月間などで啓発活動を行っている。 

 

表 12 衛生教育の実施状況                                               令和４年度 

名 称 場 所 参加対象者 回 数 参加人数 

食品衛生講習会 北部保健所 営業許可申請者 １ 4 

食品衛生責任者講習会＊ 
沖縄県北部雇用能力開発
総合センター 

食品関係営業者 ６ 289 

食品衛生講習会 管内各所 
祭り出店業者・学生
・その他 

10 156 

＊沖縄県食品衛生協会北部支部主催：講師派遣 

 

(８) 沖縄県食品衛生協会北部支部 

  一般社団法人沖縄県食品衛生協会北部支部は、食品事業者の参加により食品衛生の趣旨に沿

って飲食に起因する食中毒、感染病その他の危害を防止し、進んで食品の品質その他食品衛生

の向上を図り、もって公衆衛生の増進に寄与することを目的として昭和 60年３月 12日に設立

された。 

 

表 13 （一社）沖縄県食品衛生協会北部支部の主な事業内容及び事業実績     令和４年度 

会員数 正会員・賛助会員 844 名 

巡回指導 巡回指導 241 件、禁煙調査事業 33 件 

食品営業賠償共済 加入件数 377 件 

食品衛生責任者講習会 回数： 6回 受講者数：289 名 

５つ星事業 HACCP 型 申込数５ 判定数３ 
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２ 生活衛生業務 

(１)  業務内容 

 保健所では、生活衛生営業施設に関する許認可事務及び立入検査等の監視業務、住宅宿泊事業

及び住宅宿泊管理者への指導監督を行っている。水道法に係る簡易専用水道、建築物における衛生

的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）に係る特定建築物及び事業者登録業務、化製場法に係

る化製場等の施設の許認可業務およびこれら各々の施設の監視業務を行っている。また営業用の遊

泳プール施設を設置する事業者に対する指導等も行っている。 

 

(２) 生活衛生営業施設 

 理容所、美容所、クリーニング所、旅館、公衆浴場、興行場は生活衛生営業施設といわれ、営業を

する際には事前に保健所長の許可等を得る必要がある。また観光客の宿泊ニーズの多様化に対応す

るために平成 30 年 6 月に住宅宿泊事業法が制定され、住宅で宿泊業を行う場合は事前の届出が義

務づけられた。管内の生活衛生営業施設及び住宅宿泊事業に係る施設は表１のとおりである。 

 

表１ 生活衛生営業施設数及び住宅宿泊事業に係る届出施設数          令和４年度末 

  名

護

市

国

頭

村

大

宜

味

村

東

村

今

帰

仁

村

本

部

町

伊

江

村

伊

平

屋

村

伊

是

名

村

合 
 

計

理 容 所 91 8 4 1 13 24 7 1 3 152 

美 容 所 210 16 5 3 35 42 13 3 3 330 

公 

衆 

浴 

場 

普通

浴場 

公 営 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

私 営 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特殊

浴場 

第１号 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

第２号 3 1 0 0 1 2 0 0 0 7 

第３号 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

第４号 5 2 0 0 0 4 0 0 1 12 

小 計 8 3 0 0 1 7 0 0 1 20 

旅 

館 

等 

ホテル・旅館 175 31 12 14 120 245 10 16 10 633 

  
客室数 3,912 440 34 64 575 2,633 125 130 129 8,042 

収容人員 11,943 1,344 140 266 2,692 10,725 377 343 319 28,149 

簡易宿所 195 60 60 104 318 280 258 56 101 1,432 

  
客室数 460 145 121 173 588 655 432 102 210 2,886 

収容人員 1,803 569 416 684 2,307 2,744 1,959 387 827 11,696 

下 宿 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 

  客室数 54 0 0 0 0 1 0 0 0 55 

収容人員 54 0 0 0 0 2 0 0 0 56 

小 計 371 91 72 118 438 526 268 72 111 2,067 

  客室数 4,426 585 155 237 1,163 3,289 557 232 339 10,983 

収容人員 13,800 1,913 556 950 4,999 13,471 2,336 730 1,146 39,901 

住宅宿泊事業 18 3 2 1 6 6 1 7 0 44 
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興
行
場 

常 設 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 

臨時及び仮設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
所 

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所 11 0 0 0 0 3 2 1 0 17 

取次所 41 1 0 0 3 3 0 0 1 49 

無店舗取次店 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 52 1 0 0 3 6 2 1 1 66 

合  計 751 122 83 123 496 612 291 84 119 2,681 

 

表２ 生活衛生営業施設事務処理及び監視指導件数                            令和４年度 

 
旅館等 興行場 

公衆 

浴場 
理容所 美容所 ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所 

無店舗 

取次店 

住宅宿泊 

事業 

許可・届出等 90 0 1 2 11 0 0 5 

変 更 60 0 6 2 2 3 0 2 

廃 止 31 0 1 0 5 1 0 12 

監 視 指 導 112 0 5 3 12 1 0 12 

 

表３ 生活衛生営業施設数の年次変化 

 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

理容所 141 140 147 150 152 

美容所 269 306 320 326 330 

公衆浴場 19 20 19 20 20 

旅館業 1,638 1,840 1,945 2,008 2,067 

住宅宿泊事業 52 87 43 49 44 

興行場 2 2 2 2 2 

クリーニング所 19 17 17 18 17 

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ取次店 46 49 50 49 49 

 

(３) 水道関係  

水道法では、水道事業体から供給された水を貯留する貯水槽の内、有効容量 10ｍ３を超える

ものを簡易専用水道と定め、設置者へ年１回以上の施設の外観及び水質の検査、清掃等の衛生

管理を義務づけている。10 ㎥に満たない小規模貯水槽においても簡易専用水道に準じた維持

管理が求められている。 

 

表４ 簡易専用水道設置数及び検査実施状況                 令和４年度 

  国頭村 大宜味村 東村 今帰仁村 合 計 

簡易専用水道 施 設 数 12 10 1 24 47 

検査実施数 5 6 1 15 27 

受 検 率 ( % ) 42 60 100 63 57 

※名護市、本部町、伊江村、伊平屋村、伊是名村は権限移譲 

 

ｰ 65 ｰ



(４) 墓地関係 

 墓地・納骨堂・火葬場の経営許可の事務は、平成 21 年度以降、順次市町村に権限が移譲さ

れ、平成 28 年度の今帰仁村への移譲をもって管内全ての市町村にその事務が移譲された。な

お、市町村における墓地等の許可事務等については、主管課である衛生薬務課からの「沖縄県

市町村権限移譲交付金の算定に係る等の事務処理件数の確認」依頼により各市町村へ事務処理

状況の確認を行っている。 

 

表５ 墓地等の設置件数                           令和４年度末 

 名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 
伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

合

計 

墓地（年度内設置数） 1 1 1 0 10 5 6 0 0 24 

火 葬 場 （ 施 設 数 ） 1 1 1 0 1 1 0 1 1 7 

納 骨 堂 （ 施 設 数 ） 5 0 0 0 0 1 1 0 0 7 

 

(５) 化製場法  

化製場とは、死亡した家畜の死体などを処理する施設の総称で、「化製場等に関する法律」

により、以下の３施設に区分される。当該施設を設置する際には県知事の許可を得る必要があ

る。 

ア 化製場 

獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊）の肉、皮、骨、臓器等を原料として皮革、油脂、にかわ、

肥料、飼料その他の物を製造するために設けられた施設。 

イ 死亡獣畜取扱場 

死亡獣畜を解体し、埋却し、又は焼却するために設けられた施設。 

ウ 製造又は貯蔵の施設 

魚介類又は鳥類の肉、皮、骨、臓器等を原料とする油脂、にかわ、肥料、飼料その他の者の

製造施設並びに獣畜、魚介類又は鳥類の肉、皮、骨、臓器等を化製場又はこれに類する施設に

供給するための貯蔵施設。 

 

表６ 化製場法に係る許可施設数                       令和４年度末 

 名

護

市 

国

頭

村 

大
宜
味
村 

東

村 

今
帰
仁
村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合

計 

化 製 場 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

死 亡 獣 畜 取 扱 場 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

製 造 又 は 貯 蔵 の 施 設 2 0 1 0 0 0 1 0 0 4 

合 計 3 0 1 0 0 0 2 0 0 6 
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(６) 建築物衛生法  

ア 特定建築物 

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」（建築物衛生法）において、多数の者

が使用又は利用する建築物で特定の用途（興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術

館、遊技場、店舗、事務所、学校）において延べ面積(3,000 ㎡以上、学校は 8,000 ㎡以上)

に該当するものは特定建築物となり、建物の衛生的な管理基準が定められている。 

 

表７ 特定建築物数                        令和４年度末 

 名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 
伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

合

計 

集 会 場 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

店  舗 9 0 0 0 0 0 0 0 0 9 

事 務 所 11 1 0 1 0 1 0 0 0 14 

博 物 館 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

旅  館 15 0 1 0 4 9 0 0 0 29 

合  計 36 1 1 1 4 11 0 0 0 54 

 

イ 建築物衛生法に係る事業の登録 

 建築物の衛生的環境を確保するためには、建築物の環境衛生上の維持管理を行う事業者が、

適切にその業務を遂行することが求められる。建築物衛生法では、事業の区分（清掃業、空

気環境測定業、飲料水水質検査業、飲料水貯水槽清掃業、ねずみ・昆虫防除業、総合管理業、

空気調査用ダクト清掃業、排水管清掃業）により営業所ごとに保健所登録を受けることがで

きるとされている。1 業者において複数の事業を登録しているものもあり、管内の事業者は

9 事業者となっている。 

 

表８  建築物環境衛生に係る登録業者                 令和４年度末 

 名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

合

計 

建 築 物 清 掃 業  2 0 0 0 0  1 0 0 0 3 

建築物飲料水貯水槽清掃業  2  1 0 0 0  2 0  1 0 6 

建築物ねずみ・昆虫防除業  0 0 0 0 0  1 0 0 0 1 

建 築 物 総 合 管 理 業  1 0 0 0 0  1 0 0 0 2 

       合  計 
（事業者数） 

5 
(5) 

1 
(1) 

0 0 0 
5 

(2) 
0 

1 
(1) 

0 
12 

(9) 
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(７) 遊泳用プール  

遊泳用プールについては「遊泳用プールの衛生基準について（平成 19 年 5 月 28 日付厚生労

働省健康局長通知）」に基づき、設置者へ指導を行っている。近年観光客の増加に伴い、プー

ルの形態や利用方法が多様化し、水質や安全性への関心が高まっていることから設置者へ水質

検査等の実施と報告を求めている。 

 

表９ 遊泳用プールの設置件数と指導状況                 令和４年度末 

 名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

合

計 

プ ー ル 設 置 施 設 数 9 1 0 0 3 7 2 1 0 23 

プ ー ル 数 32 3 0 0 4 13 4 2 0 58 

指 導 件 数 （ 年 度 内 ） 4 1 0 0 1 3 1 1 0 11 

指

導

内

容 

水 質 基 準 4 0 0 0 1 0 1 0 0 6 

施 設 基 準 0 1 0 0 0 0 0 1 0 2 

維 持 管 理 基 準 4 1 0 0 1 3 0 1 0 10 

その他（日誌等） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
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３ 医事薬事業務 
 

(１) 業務内容 

保健所では、医療法関連法令に基づき病院（救急病院含む）、診療所及び助産所の監視指導、

医療従事者（医師、歯科医師その他医療関係者）の届出、免許申請または書き換え交付申請等の

受理及び進達、医療施設や施術所等の開設届または変更に伴う書類の受理等の業務を行ってい

る。 

薬事関係では、医薬品医療機器等法（改正薬事法）、毒物及び劇物取締法の施行に関すること

及び麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、あへん法及び覚醒剤取締法の施行に関する業務を行

っている。また血液事業、ハブ対策、海洋危険生物対策に関する業務も行っている。 

 

(２)病院、診療所及び助産所 

表１ 病院、診療所及び助産所の施設数                     令和４年度末 

       市町村名 

 

項目 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

計  

病
院 

  国 立   1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

9 
  県 立   1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

  法 人   4 0 0 0 1 2 0 0 0 7 

  個 人   0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

診
療
所 

  県 立   1 0 0 0 0 0 0 1 1 3 

68 

市町村立  3 2 1 1 0 0 1 0 0 8 

  共 済   2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

  法 人  30 1 3 0 1 2 1 0 1 39 

  個 人   12 0 0 0 1 2 0 0 1 16 

診
療
所 

歯
科 

市町村立 0 1 1 1 0 0 1 1 1 6 

38 法 人 7 0 0 0 1 2 0 0 0 10 

  個 人   18 1 0 0 1 2 0 0 0 22 

助産所 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2 2 

計 80 5 5 2 6 10 3 2 4 117 117 

 ※ 病院とは患者 20 人以上の収容施設を有するものをいう。診療所とは、患者を入院させるため

の施設を有しないものまたは患者 19 人以下の収容施設を有するものをいう。 

  ※ 訪問のみを業とする者を除く 
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表２ 病院一覧                                令和４年度末現在 
 

名  称 所 在 地 開設者 診療科目 病床数 救急 

1 国立療養所 
沖縄愛楽園 

名護市字済井
出 1192 
（ 0980 ） 52-
8331 

厚生労働
大臣 

内科、外科、整形外科、眼科、泌尿
器科、皮膚科、耳鼻咽喉科、精神科、
歯科 

419   

2 沖縄県立 
北部病院 

名護市大中 
2 丁目 12 番 3
号 
（ 0980 ） 52-
2719 

沖縄県知
事 

内科、呼吸器内科、消化器内科、循
環器内科、腎臓内科、神経内科、外
科、呼吸器外科、消化器外科、脳神
経外科、整形外科、精神科、リウマ
チ科、小児科、皮膚科、泌尿器科、
産科、婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、
リハリビテーション科、放射線科、
病理診断科、救急科、麻酔科、歯科
口腔外科、形成外科 

327 有 

3 社会福祉法人
五和会 
名護療育医療
センター 

名護市字宇茂
佐 1765 
（ 0980 ） 52-
0957  

社会福祉
法人五和
会 

内科、精神科、神経科、小児科、外
科、整形外科、リハリビテーション
科 

80   

4 もとぶ記念 
病院 

本部町字石川
972 
（ 0980 ） 51-
7007 

医療法人 
博寿会 

精神科、老年精神科、内科 170   

5 医療法人 
タピック 
宮里病院 

名護市字宇茂 
佐 1763 番地２ 
（ 0980 ） 53-
7771 

医療法人 
タピック 

内科、精神科、神経内科、脳神経外
科、リハビリテーション科、皮膚科、
整形外科 

239   

6 北山病院 今帰仁村字今
泊 307 
（ 0980 ） 56-
2339 

医療法人 
光風会 

内科、整形外科、リハリビテーショ
ン科、皮膚科 

60   

7 もとぶ野毛病
院 

本部町字大浜
880 番地 1 
(0980)47 －
3001 

医療法人 
野毛会 

内科、脳神経外科、外科、小児科、
リハリビテーション科、放射線科、
整形外科 

150   

8 公益社団法人
北部地区医師
会 
北部地区医師
会病院 

名護市字宇茂
佐 1712 番地の
3 
（ 0980 ） 54-
1111 

公益社団
法人北部
地区医師
会 

内科、外科、整形外科、リハリビテ
ーション科、放射線科、麻酔科、皮
膚科、病理診断科、消化器外科、リ
ウマチ科、心療内科、精神科、心臓
血管外科、循環器内科、救急科、形
成外科 

236 有 

9 医療法人 
琉心会 
勝山病院 

名護市字屋部 
468 番地１ 
（ 0980 ） 53-
7777 

医療法人 
琉心会 

内科、リハリビテーション科、整形
外科、リウマチ科 

154   

 表３ 病院、診療所、助産所施設数の年次変化                   単位：件 

 平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４年度 

病   院 10 9 9 9 9 

診 療 所 66 66 65 67 67 

歯科診療所 40 40 38 39 38 

助 産 所 0 0 1 2 2 

計 116 115 113 117 116 

※訪問のみを業とする者を除く 
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表４ 監視指導                                                           令和４年度 
施 設 数 違反件数合計 違 反 内 容 

9 0 
医療従事者数 管 理 業務委託 帳票記録 その他 

0 0 0 0 0 

※新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑み、令和４年度の医療監視については書面審査とした。 

 

(３) 医療従事者 

表５ 免許申請等件数                                               令和４年度 

職 

種 

医 

師 

歯
科
医
師 

薬
剤
師 

保
健
師 

助
産
師 

看
護
師 

准
看
護
師 

診
療
放
射
線
技
師 

臨
床
検
査
技
師 

理
学
療
法
士 

作
業
療
法
士 

視
能
訓
練
士 

合 

計 

申 請 1 0 1 6 1 51 4 1 1 13 5 0 84 

変 更 0 1 3 9 3 32 1 0 2 0 2 0 53 

再交付 0 0 2 0 0 5 0 0 0 0 1 0 8 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

(４) あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律及び柔道整復師法 

表６ 施術所数                                                    令和４年度末 

  
名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

計 

あん摩・はり・きゅう※ 25 4 3 0 1 4 1 0 0 38 

柔  道  整  復  師 18 0 1 0 0 3 0 0 0 22 

  

表７ 施術所数の年次変化 

  平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

あん摩・はり・きゅう※ 30 29 33 36 38 

柔  道  整  復  師 16 16 18 21 22 

計 46 45 51 57 60 

※「出張のみの業務の届出」を行っている者を除く。 
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（５） 医薬品医療機器等法、毒物及び劇物取締法 

表８ 薬局及び医薬品販売業施設数                                  令和４年度末 

          市町村名  

 項   目 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

そ
の
他 

計 

薬    局   32 2 1 0 1 4 1 0 0 0 41 

店舗販売業   13 1 0 0 2 4 1 0 0 0 21 

卸売販売業 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

配置販売業（既存） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

配置販売業（新規）   0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

特例販売業   4 3 0 0 0 0 0 3 0 0 10 

※項目の説明 

・薬局とは、薬剤師が販売または授与の目的で調剤を行う場所をいう。 

・店舗販売業とは、店舗において一般用医薬品を販売または授与することができる販売業である。 

・卸売販売業とは、専ら薬局開設者、医薬品販売業者、医薬品製造販売業者、医薬品製造業者、

医療機関の開設者等にのみ医薬品を販売または授与することができる医薬品の販売業である。 

・配置販売業とは、厚生労働大臣の定める基準に従い、都道府県知事が指定した品目を家庭等に

配置することにより販売または授与することができる販売業である。（平成 21 年６月の法改正

により、改正前の許可基準に適合するものを「既存」、改正後の許可基準に適合するものを

「新規」とする。）  

・特例販売業とは、都道府県知事が指定した品目の医薬品を販売することができる販売業である。 

※「薬事法」という法律名が、法律制定後初めて改称され、平成 26 年 11 月より「医薬品、医療機 

器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」となった。 

 

表９ 薬局及び医薬品販売業の年次推移                                            

  平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

薬    局   41 40 40 41 41 

店舗販売業   13 14 15 15 21 

卸売販売業 3 3 3 3 3 

配置販売業（既存） 0 0 0 0 0 

配置販売業（新規）   1 1 1 1 1 

特例販売業   20 20 10 10 10 

計 78 78 69 70 76 
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表 10  薬局及び医薬品販売業に係る監視指導状況                 令和４年度 

 

許
可
届
出
施
設
数 

 

立
入
検
査
施
行
施
設
数 

 

違
反
発
見
施
設
数 

 

違  反  発  見  件  数 処  分  件  数 

 

違
反
発
見
施
設
数 

無
許
可
・
無
届 

無
許
可
品 

不
正
表
示
品 

違
反
広
告 

毒
劇
薬
の
譲
渡 

毒
劇
薬
の
貯
蔵
陳
列 

要
指
示
薬
の
取
扱 

制
限
品
目
販
売 

構
造
設
備
の
不
備 

そ
の
他 

許
可
取
消
・
業
務
停
止 

構
造
設
備
改
善
命
令 

検
査
命
令 

廃
業 

そ
の
他 

76 33 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

表 11 医療機器販売業・貸与業施設数                            令和４年度末 

            市町村名 

 項   目 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

計 

医療機器 

販売業・

貸与業 

高度管理医療機器 22 0 1 0 1 4 1 0 0 29 

管理医療機器 168 8 5 0 14 29 6 2 3 235 

合    計 190 8 6 0 15 33 7 2 3 264 

 

表 12 毒物劇物営業者及び業務上取扱者                                    令和４年度末 

     市町村名 

 項   目 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

計 

一般販売業 16 1 0 0 0 1 2 0 0 20 

農業用品目販売業 6 1 1 1 3 1 1 1 1 16 

特定品目販売業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合    計 22 2 1 1 3 2 3 1 1 36 

 

表 13 毒物劇物営業者施設の年次推移 

  平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４年度 

一般販売業 22 22 22 22 20 

農業用品目販売業 17 17 16 16 16 

特定品目販売業 0 0 0 0 0 

計 39 39 38 38 36 
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表 14 毒物劇物に係る監視件数                           令和４年度 

 

登
録
施
設
数 

 

 

立
入
検
査
施
行
施
設
数 

 

違
反
発
見
施
設
数 

 

違  反  発  見  件  数 処 分 件 数  

違
反
発
見
施
設
数 

 

無
登
録 

混
同
保
管 

施
錠
設
備 

設
備
無
届
変
更 

表
示 

譲
渡
証
記
載 

責
任
者
義
務 

責
任
者
無
届
変
更 

不
良
品 

そ
の
他 

登
録
取
消
等 

構
造
設
備
改
善
命
令 

始
末
書 

そ
の
他 

36 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

(６) 麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、あへん法及び覚醒剤取締法 

ア 薬物乱用防止啓発事業 

麻薬・覚醒剤・大麻・危険ドラッグ等による薬物乱用を防止するため、沖縄県薬物乱用防止

協会北部支部において、薬物乱用防止指導員 22 名が、毎年、薬物乱用防止教室や街頭キャン

ペーン等により啓発活動を実施している。 

 

(７) 血液事業  

医療に必要な血液を献血により確保する体制を確立等し、また広く県民の間に献血思想の普及

を図るため、沖縄県赤十字血液センターと協力し啓発活動等を実施している。 

 

(８) ハブ対策 

５月～６月にはハブ咬症注意報、９月～11 月はハブ咬症運動月間として、県民に対してポスタ

ーやパンフレットなどにより、ハブ咬症についての注意を喚起するとともに、ハブが生息しやす

い場所の環境整備を推進することにより被害の未然防止に務めている。 

近年、中国大陸や台湾に生息するタイワンハブが沖縄本島に持ち込まれ、定着しつつあり、令

和４年は５名の咬症が報告された。（表 17） 

表 15 最近 10 年間（平成 25 年～令和４年）の市町村別ハブ咬症発生状況 

（ヒメハブ、タイワンハブを除く。ハブ咬症疑いを含む）              単位：件 

  25 年 26 年 27 年 28 年 29 年 30 年 31 年 ２年 ３年 ４年 計 

名 護 市 2 4 6 1 7 5 2 5 1 3 36 

国 頭 村 4 0 0 1 4 1 1 2 0 1 14 

大宜味村 0 0 1 1 2 0 1 1 0 1 7 

東  村 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 

今帰仁村 2 2 4 2 2 3 0 1 0 2 18 

本 部 町 0 0 1 2 1 0 2 0 0 2 8 

伊 江 村 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2 

伊平屋村 1 0 0 2 1 1 0 0 0 0 5 

計 10 6 12 9 17 12 7 9 1 9 92 
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表 16 最近 10 年間（平成 25 年～令和４年）の市町村別ヒメハブ咬症発生状況      単位：件 

  25 年 26 年 27 年 28 年 29 年 30 年 31 年 ２年 ３年 ４年 計 

名 護 市 1 2 0 2 0 0 1 2 1 1 10 

国 頭 村 0 1 0 0 0 1 2 1 2 1 8 

大宜味村 1 2 0 1 0 0 0 0 0 1 5 

東  村 1 1 0 0 0 1 1 1 1 1 7 

今帰仁村 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

本 部 町 0 1 1 1 2 0 0 1 1 4 11 

伊 江 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

伊平屋村 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

伊是名村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 4 7 1 4 2 2 5 5 5 8 43 

 

表 17 最近 10 年間（平成 25 年～令和４年）の市町村別タイワンハブ咬症発生状況    単位：件 

  25 年 26 年 27 年 28 年 29 年 30 年 31 年 ２年 ３年 ４年 計 

名 護 市 1 0 1 0 1 2 1 4 1 2 13 

今帰仁村 0 1 2 0 0 1 0 0 1 1 6 

本 部 町 1 0 0 0 0 0 0 1 1 2 5 

計 2 1 3 0 1 3 1 5 3 5 24 

 

(９) 海洋危険生物対策 

ハブクラゲなどの海洋危険生物に関しては、海水浴シーズンに被害が多く発生することから、６

月から９月にハブクラゲ発生注意報を発表し、県民に対しポスターやパンフレットなどによりハ

ブクラゲ刺症について注意喚起することにより、被害の未然防止に務めている。 

 

表 18 ハブクラゲ等海洋危険生物刺咬症                      単位：件 

  平成 30 年度 平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

ハブクラゲ刺症被害者数 16 10 4 7 8 

ハブクラゲ以外の被害数 33 37 16 14 19 

計 49 47 20 21 27 
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４ 環境保全業務 

 

（１） 業務内容 

 環境保全業務は主に水質環境と大気環境に分けられ、環境基本法により定められた環境

基準の達成に向けて、環境調査の実施や事業者等に対しての環境関係法令の遵守の指導を行

っている。また、沖縄県赤土等流出防止条例に係る届出等の審査や立入検査、公害に関する

苦情への対応も行っている。 

 

（２） 水質環境保全 

ア 水質汚濁防止法に係る特定事業場 

 水質汚濁防止法は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下への浸

透を規制し、公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止を図ることにより、国民の健康を保護

するとともに生活環境を保全することを目的としている。新設される工場又は事業場の設置

者は事前に特定施設設置届出を保健所へ提出することになっており、保健所は排出水の水質

基準適否の審査を行っている。表１は特定施設を設置している特定事業場数となっている。 

 

表１ 水質汚濁防止法に係る特定事業場数              令和４年度末 単位：件 

番号 特定施設の種類※１ 

排水量 50

㎥ / 日 以

上 

排水量 50

㎥/日未満 

有害物質

使用等※２ 

1 の 2 畜産農業又はサービス業の用に供する施設 8 49 0 

2 畜産食料品製造業の用に供する施設 2 3 0 

3 水産食料品製造業の用に供する施設 0 3 0 

4 野菜・果実を原料とする保存食料品製造業の様に供する施設 1 7 0 

5 みそ・しょう油等製造業等の様に供する施設 0 4 0 

7 砂糖製造 3 1 0 

10 飲料製造業の用に供する施設 6 20 0 

11 動物系飼料又は有機質肥料の製造の用に供する施設 3 13 0 

17 豆腐・煮豆製造の用に供する湯煮施設 1 25 0 

47 医薬品製造業の用に供する施設 0 1 0 

54 セメント製品製造業の用に供する施設 0 2 0 

55 生コンクリート製造業の用に供するバッチャープラント 4 11 0 

60 砂利採取業の用に供する水洗式分別施設 1 0 0 

64 の 2 
水道施設・工業用水道施設・自家用工業用水道の浄水施設（１

万㎥以上） 
2 1 0 

66 の 3 旅館業の用に供する施設 15 76 0 

66 の 4 共同調理場（500 ㎡以上） 0 2 0 

66 の 5 弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供する厨房施設（360 ㎡以上） 2 0 0 

66 の 6 飲食店（420 ㎡以上） 1 0 0 
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67 洗たく業の用に供する洗浄施設 1 16 0 

68 写真現像業の用に供する自動式フィルム現像洗浄施設 0 1 0 

69 と畜業又は死亡獣畜取扱業の用に供する解体施設 1 2 0 

70 の 2 自動車分解整備事業の用に供する洗車施設 0 1 0 

71 自動式車両洗浄施設 0 21 0 

71 の 2 科学技術に関する事業場の業務の用に供する施設 2 10 3 

71 の 3 一般廃棄物処理施設 0 4 0 

71 の 4 産業廃棄物処理施設 2 1 0 

72 し尿処理施設（500 人以下のし尿浄化槽を除く） 29 5 0 

73 下水道週末処理施設 4 0 0 

74 特定事業場から排出される水の処理施設 1 5 0 

 合  計 89 284 3 

※１：特定事業場：特定施設を有する事業場。事業所内に複数の特定施設を有する場合は主な業種に計上 

※２：有害物質使用等：有害物質を製造、使用、保管する事業場 

※管内に特定施設の設置がない種類は省略 

 

表２ 市町村別特定事業場数及び年度内届出等件数                令和４年度 

       市町村名 

 

内 容 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

特定事業場数(全数) 148 47 16 12 26 44 22 7 13 335 

設置届出(年度内) 4 0 0 1 1 1 1 0 0 8 

変更・廃止届出（年度内） 3 1 0 0 0 0 0 0 1 5 

 

イ 事業場排水等調査 

工場又は事業場に設置された特定施設へ立入検査を行い、汚水及び廃液の処理状況などに

ついて確認を行っている。また、排出水の水質調査を実施し、排水基準を超過した事業場に

対しては、文書による指導を行っている。 

 

表３ 水質汚濁防止法に係る特定事業場立入検査状況                単位：件 

年 度 

立入検査
事業場数 
（延べ） 

排水検査
事業場数 
（延べ） 

排水基準
不適合事
業場数 

検査項目及び検査件数：（ ）内は不適合件数 

pH SS 
BOD 又
は COD 

油分 
大腸菌
群数 

その
他 

平成 30 3 3 1 3 3 2(1) 0 0 0 

平成 31 2 2 1 2 2 1 0 2(1) 0 

令和 2 12 12 2 12(2) 12 11 0 12 0 

令和 3 30 16 3 14(1) 14(1) 11 0 12(1) 0 

令和 4 10 9 3 9 9(1) 9(1) 1 9(2) 0 
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表４ 水質汚濁防止法に係る特定事業者に対する指導状況        令和４年度 単位：件 

指導内容 

合 計 

指導方法 

処理施設の設

置・改善 

排水の一時停

止 
その他 文 書 口 頭 合 計 

3 0 6 9 3 6 9 

 
ウ 沖縄県水質測定計画に係る公共用水域の水質調査 
  県では、河川・海域等の公共用水域の水質状況を把握するため、水質汚濁防止法第 16 条

に基づいて公共用水域の「水質測定計画」を策定し、監視測定を実施している。北部保健所

では「水質測定計画」に基づき、満名川（本部町）、羽地大川（名護市）、我部祖河川（名

護市）、汀間川（名護市）、源河川（名護市）、平南川（大宜味村）、大保川（大宜味村）

の７河川 15 地点において水質調査を行っている。 

 

図１ 管内河川水質調査地点 

 

 

表５ 河川の水質測定結果                           令和４年度 

河川名 
地点 

番号 

環境基準 

BODmg/l 

年間調

査回数 

ｐＨ 

平均値 

ＤＯmg/l 

平均値 

SSmg/l 

平均値 

大腸菌数

(CFU/100ml) 

平均値 

BODmg/l 

75%値 

達成 

状況 

満名川 
25 2 6 7.3 6.5 6.9 2.13E+02 1.6 適 

26 2 6 7.6 9.1 1.5 1.50E+02 1.7 適 

羽地大川  46 2 6 7.8 8 1.2 3.03E+02 1.4 適 

 

我部祖河川 

 

47-ｲ 2 12 7.4 7.1 3.6 1.29E+03 1.3 適 

48 2 12 7.5 8.8 1 8.80E+01 0.6 適 

49 - 12 7.5 7.1 2.8 2.44E+03 1.7 -  
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我部祖河川 50 - 6 7.8 9.8 2.7 2.14E+03 3.2 -  

51 2 12 7.7 8.5 2.3 2.11E+04 4.8 不適 

汀間川 
58 2 6 7.3 7 7.5 6.30E+01 1.1 適 

60 2 6 7.7 8.5 1 9.38E+02 0.9 適 

源河川 126 2 6 7.8 8.7 1 7.90E+01 0.3 適 

平南川 
127 2 6 7.7 8.7 2.7 3.12E+02 1.1 適 

128 - 4 7.7 8.8 1 1.27E+02 0.3 -  

大保川 
129 2 6 7.2 6.5 7.8 5.92E+02 1 適 

130 - 6 7.5 7.3 3.3 1.79E+02 1 -  

※ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）とは、水中の有機物が微生物によって分解されるときに消費される酸素量

のことで、水の汚れの度合いを示し値が大きいほど水が汚れていることを示す。 

※ＢＯＤ75％値とは、測定回数の 75％番目の測定値のことで、平均値のように最大値、最小値に影響されない

という点で、環境基準値達成状況の評価に用いられる。 

 

エ 主要水浴場の水質調査 

 県では、良好な水浴場の情報を提供するために水質調査を実施し公表している。管内にお

いては、オクマビーチ（国頭村）、エメラルドビーチ（本部町）、ブセナビーチ（名護

市）、かりゆしビーチ（名護市）の 4 カ所について隔年で実施しており、調査は遊泳前（4

月～5 月）、遊泳中（7 月～8 月）の期間中の２日、午前、午後に海水を採取し、下記項目

について検査し判定を行っている。 

 

表６ 主要水浴場の水質調査結果                        令和４年度 

  遊 泳 前 遊 泳 中 

名 称 判 定 
透明度

(m) 
油 膜 

COD 

(mg/l) 

大腸菌 

(個/100ml) 
判 定 

透明度

(m) 
油 膜 

COD 

(mg/l) 

大腸菌 

(個/100ml) 

奥間 

ビーチ 

水質

AA 
>1 無 1.6 <2 

水質 

A 
>1 無 0.7 11 

ブセナ 

ビーチ 

水質

AA 
>1 無 1 <2 

水質

AA 
>1 無 <0.5 <2 

※大腸菌：ふん便性大腸菌群数（個/100ml）、COD：化学的酸素要求量（mg/l） 

※判定 AA：透明度全透、油膜無、COD2mg/l 以下、ふん便性大腸菌不検出 
※判定 A：透明度全透、油膜無、COD2mg/l 以下、ふん便性大腸菌 100 個/100ml 以下 

 

オ 水質汚濁に係る事故調査 
  公共用水域において魚類のへい死事故が発生した場合は、死魚を回収し死因を調査すると

ともに水質検査等により、原因究明を行っている。 
表７ 水質汚濁に係る事故状況（過去 5 年） 

発生年度 発生市町村 事故の内容 原因 

平成 30 年度 
今帰仁村 魚類のへい死 不明 

東村 魚類のへい死 不明 

平成 31 年度 名護市 魚類のへい死 不明 

令和２年度 国頭村 魚類のへい死 不明 

令和４年度 名護市 魚類のへい死 不明 

                         ※令和３年度は事故無し 
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カ 沖縄県赤土等流出防止条例に係る届出審査及び監視 
  沖縄県赤土等流出防止条例は、事業行為(土地の掘削、盛土、伐開等)に伴って降雨時に発

生する濁水の流出を抑制するとともに、土地の適正な管理を促進することによって、公共用

水域の水質の汚濁防止を図り、もって良好な生活環境の確保に資することを目的として平成

7 年に施行された。条例に基づき、民間工事において 1,000 ㎡以上の一団の土地について事

業行為をするものは、事業開始 45 日前までに赤土等流出防止対策等を示した届出書を保健

所へ提出する必要があり、国等や地方公共団体が 1,000 ㎡以上の一団の土地について事業行

為をしようとするときは、保健所長あて通知することとされている。なお、10,000 ㎡以上

の事業行為については県環境保全課が審査することとなっている。 

  保健所では、監視パトロールを行い事業場での赤土等流出防止対策の状況確認や無届工事

の指導などを行っている。 

 

表８ 赤土流出防止条例に係る事業行為届出・通知件数              令和４年度 

          市町村名 

 

事業者・事業種別※ 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

事
業
者
別 

届出（民間） 26 2 0 1 2 11 0 0 0 42 

通知（公共) 23 6 3 0 3 4 6 1 6 52 

合計 49 8 3 1 5 15 6 1 6 94 

事 

業 

種 
別 

道路改良工事関係 7 2 0 0 0 2 0 0 0 11 

農地造成工事 1 0 0 0 0 2 0 0 0 3 

農道工事関係 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

宅地造成工事 13 0 0 0 1 2 0 0 0 16 

施設用地造成 16 2 1 0 2 8 2 0 1 32 

護岸工事関係 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

河川工事関係 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2 

草地造成関係 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

排水工事関係 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他 10 4 3 0 1 1 3 1 5 28 

 合 計 49 8 4 0 5 15 6 1 6 94 

※10,000 ㎡以上の事業行為を含む 

表９ 監視指導等の状況                      令和４年度 単位：件 

事
業
行
為
現
場
（
届
出
通
知
） 

民間事業 

監視回数 現場数 注意指導 文書指導 

27 12 7 0 

（10） （6） （4） （0） 

公
共
事
業 

 監視回数 現場数 注意指導 文書協議 

国等 10 3 0 0 

県等 0 0 0 0 

市町村等 1 1 1 0 
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そ
の
他
の
流
出
原 

 監視回数 現場数 注意指導 文書指導 

既存農地等 1 1 0 0 

河川・海域等 2 2 0 0 

その他 7 5 4 0 

※（ ）内は小規模事業場（1,000 ㎡未満）への監視等 

※その他の流出減源（その他）：違反開発現場、米軍直轄事業等 

 

キ 土壌汚染対策法 
    土地の形質変更にあたり、土地の掘削範囲と盛土範囲を合わせた面積が 3,000 ㎡以上の場

合は、土壌汚染対策法第４条の規定により 30 日前までの届出が義務づけられている。届出さ

れた土地が特定有害物質による汚染の恐れがあると判断された場合には、土地の所有者等へ

土壌の調査命令を発出する。またその結果汚染が確認された場合には、規制対象区域に指定

し汚染の状況に応じて汚染の除去等の措置を指示することになる。令和４年度の４条の届出

は表 10 のとおり、１件の調査命令の発出及び区域の指定を行った。 

 

表 10 土壌汚染対策法に係る届出状況             令和４年度 単位：件 

    市町村名 

 

内 容 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

4 条届出数 15 1 1 1 1 3 3 0 2 27 

調査命令件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

区域指定件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

 

ク 温泉法 

温泉法は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止

し、及び温泉の利用の適正を図り、もつて公共の福祉の増進に寄与することを目的としてい

る。温泉法に係る申請書、届出など書類は保健所を経由して沖縄県自然保護課へ進達される。

保健所では必要に応じて、温泉施設への立入調査を行っており、管内では本部町に１施設の

温泉利用施設がある。 

 

（３） 大気環境保全 

大気汚染防止法は、工場及び事業場における事業活動に伴いばい煙、揮発性有機化合物及

び粉じんを発生する施設について届出を義務づけ、構造や排出基準について規制している。

また、大気汚染防止法が適用されない小規模の施設についても、沖縄県生活環境保全条例に

おいて規制されている。 

ア ばい煙発生施設 

 ばい煙とは、燃焼等に伴い発生するいおう酸化物、ばいじん及び物の燃焼、合成、分解等

に伴い発生する物質のうちカドミウムなどの生活環境に係る被害を生じるおそれがある物質

をいい、政令で定められている。これらばい煙を発生する施設は届出が義務付けられている。 
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 なお、令和４年 10 月１日に大気汚染防止法におけるばい煙発生施設のボイラーの規模要

件が改正され、伝熱面積の規模要件が撤廃される等があった事から、沖縄県生活環境保全条

例も改正により同条例においてボイラーは届出対象外となった。 

 

表 11 大気汚染防止法に係るばい煙発生施設設置数          令和４年度末 単位：件 

    市町村名 

 

種 別 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

ボイラー 40 1 0 8 1 4 1 2 1 58 

焼成炉 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

廃棄物焼却炉 4 2 0 0 0 2 1 1 1 11 

ディーゼル機関 30 2 0 3 0 10 2 0 6 53 

施設種類不明 20 6 1 1 1 7 2 1 3 42 

ガスタービン 8 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

合 計 103 11 1 12 2 23 6 4 11 173 

※管内に発生施設の設置がない種類は省略 

 

表 12 沖縄県生活環境保全条例に係るばい煙発生施設設置数      令和４年度末 単位：件 

    市町村名 

 

種 別 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

廃棄物焼却炉 2 1 0 0 0 0 0 0 1 4 

※管内に発生施設の設置がない種類は省略 

 

イ 一般粉じん 

一般粉じんとは、特定粉じん（石綿）以外のものをいい、一般粉じんを発生し、及び排出

し、又は飛散されるおそれがある施設は、届出が義務付けられている。 

 

表 13 大気汚染防止法に係る一般粉じん発生施設設置数        令和４年度末 単位：件 

       市町村名 

 

種 類 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

堆積場 23 3 0 0 0 26 0 1 0 53 

ベルトコンベア・ 

バケットコンベア 
100 7 0 0 0 26 1 1 0 135 

破砕機・摩砕機 12 1 0 0 0 10 2 0 0 25 

ふるい 3 1 0 0 0 6 0 0 0 10 

合 計 138 12 0 0 0 68 3 2 0 223 

※管内に発生施設の設置がない種類は省略 
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表 14 沖縄県生活環境保全条例に係る粉じん発生施設設置数      令和４年度末 単位：件 

 名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合 

計 

堆積場 9 0 0 7 0 0 0 0 0 16 

ベルトコンベア・バケットコンベア 

（鉱物・土石・セメント） 
12 0 0 0 0 0 0 0 0 12 

ベルトコンベア・バケットコンベア 

（おかくず・木材チップ） 
1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

破砕機・摩砕機 

（鉱物・岩石・セメントの用に供するもの） 
2 0 0 0 0 1 0 0 0 3 

破砕機・摩砕機（木材・コンクリートの用に供するもの） 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

ふるい（鉱物・岩石・セメントの用に供するもの） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

合 計 29 0 0 7 0 1 0 0 0 37 

※管内に発生施設の設置がない種類は省略 

 

ウ 特定粉じん：石綿（アスベスト） 

  建築物等の解体やリフォームなどを行う場合、大気汚染防止法において吹付石綿、断熱材、

保温剤及び耐火被覆材（飛散性石綿建材）、石綿含有成形板及びその他石綿含有建材（非飛

散性石綿建材）の除去等作業について届出等が義務付けられており、石綿の周囲への飛散を

防ぐため作業基準が定められている。 

  保健所では、届出等があった作業現場へ立入調査を行い、作業基準の遵守について確認を

行っている。 

 

表 15 特定粉じん排出等作業等の届出等件数                 令和４年度 

市町村名

届出等内容 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

吹付石綿等 

（飛散性石綿） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

石綿含有成形板等 

（非飛散性石綿） 
103 10 4 3 6 23 8 1 4 162 

合計 103 10 4 3 6 23 8 1 4 162 

 

表 16 特定粉じん排出等作業届出件数及び監視指導件数の年次変化      単位：件 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

吹付石綿等 
（飛散性石綿） 

4 2 2 3 0 

石綿含有成形板等 
（非飛散性石綿） 

58 63 68 76 161 

監視指導 18 8 26 67 51 
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エ 水銀 

平成 30 年 4 月 1 日から水銀に関する水俣条約の的確かつ円滑な実施を確保するため工場

及び事業場における事業活動に伴う水銀等の排出を規制することを目的に、大気汚染防止法

では水銀排出施設設置等の届出が義務付けられることになった。水銀排出施設とは、工場又

は事業場に設置される施設で水銀等を大気中に排出するもののうち、石炭火力発電所、産業

用石炭燃焼ボイラー、非金属の製造に用いられる精錬及び焙焼の工程施設、セメントクリン

カーの製造施設、廃棄物の焼却施設などである。 

 

表 17 水銀排出施設の設置状況                令和４年度末 単位：件 

 名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合 

計 

セメントの焼成炉 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

廃棄物の焼却施設 3 2 0 0 0 2 1 1 1 10 

 

オ 大気汚染の常時監視 

  北部保健所には庁舎内に一般環境大気測定局が設置されており、硫黄酸化物や窒素酸化物、

浮遊粒子状物質、光化学オキシダント及び微小粒子状物質（PM2.5）の測定を行っている。 

  また、環境省の委託事業により国頭村辺戸に設置された国設辺戸岬酸性雨測定所における

試料採取や測定機器の維持管理等も実施している。 

 

  大気汚染が著しくなり健康や生活環境に被害が生じるおそれがある場合には、大気汚染防

止法第 23 条に基づき、知事は県民へ周知することとなっている。光化学オキシダントについ

ては大気中濃度が 0.12ppm を超え継続すると判断した場合に注意報を発令し、PM2.5 につい

ては 1 日平均値が 70μｇ/㎥を超えると予想された場合注意喚起を行うことが定められてい

る。令和４年度はこれら注意報の発令等はなかった。 

 
カ フロン排出抑制法 

業務用エアコンや冷凍冷蔵機器（第一種特定製品）などの冷媒として使用されているフロ

ン類は、オゾン層の破壊や地球温暖化の原因となるため、大気中への放出を抑制する必要が

ある。このため「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制

法、平成 27 年４月１日施行）」では、第一種特定製品が修理、廃棄される際にフロン類が

確実に回収・破壊されるよう様々な義務・遵守事項を定めている。また第一種特定製品を使

用している管理者にも定期的な点検等が義務づけられている。 

保健所ではフロン類の充填や回収を行おうとする者（第一種フロン類充填回収業者）の登

録、充填回収量報告の集計などを行っている。また、解体工事などにおける廃棄状況の確認

や、業務用空調機器などの第一種特定製品を使用している管理者への立入調査なども実施し

ている。 
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表 18 第一種フロン類充填回収業者登録数          令和４年度末 単位：件 

    市町村名 

 

業 種 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合 

計 

第一種フロン類充

填回収業者数 
9 0 0 0 2 2 0 0 1 14 

 
表 19 フロン排出抑制法に係る立入状況           令和４年度 単位：件 

 第一種フロン類 
充填回収業者 

第一種特定製品の管理
者 解体工事等 

立入件数 6 7 7 

 
キ ダイオキシン類対策特措法 

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、コプ

ラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）をダイオキシン類と呼び、主に物質を燃やした

り塩素化合物を製造する過程で非意図的に生成される。ダイオキシン類は発がん性や催奇形

性があるとされ、ダイオキシン類対策特別措置法（ダイオキシン特措法）により環境基準が

定められており、廃棄物焼却施設などのダイオキシン類を排出する施設の設置者に対して届

出や排ガス等の測定が義務づけられている。 

  保健所ではダイオキシン類特措法に基づき、ダイオキシン類発生施設の届出や測定結果の

報告書の審査及び受理、立入検査を行っている。 

 

表 20 ダイオキシン類発生施設数                令和４年度末 単位：件 

         市町村名 

 

廃棄物焼却炉 

（処理能力） 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合 

計 

4t/h 以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2t/h～4t/h 未満 2 0 0 0 0 2 0 0 0 4 

200kg/h～2t/h 未満 0 2 0 0 0 0 1 1 1 5 

100kg/h～200kg/h 未満 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

50kg/h～100kg/h 未満 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

50kg/h 未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 4 3 0 0 0 2 1 1 1 12 

 

（４）  公害苦情調査 

公害紛争処理法第 49 条において、地方公共団体は関係行政機関と協力して公害に関する苦情の

適切な処理に努めることとされている。保健所では、公害苦情相談員を配置し、管内市町村の環境担

当課と連携して典型 7 公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）及び廃

棄物投棄の苦情処理にあたっている。 
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表 21 管内苦情件数                          令和４年度 

 名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

大気汚染 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

水質汚濁 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

騒音・振動 1 0 0 0 0 1 0 0 0 2 

悪臭・野焼き 5 0 1 1 3 0 0 0 0 10 

廃棄物投棄 4 1 0 0 1 2 0 0 0 8 

その他 1 0 0 0 1 0 0 0 0 2 

合 計 12 1 1 1 5 3 0 0 0 23 

 

ｰ 86 ｰ



５ 環境整備業務 

 

（１） 業務内容 

環境整備業務は、廃棄物処理に関することの他に建設リサイクル、自動車リサイクルなど

のリサイクル関連、ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物に関すること、浄化槽の維持管理

に関することなどの業務を行っている。 

 

（２） 廃棄物処理 

ア 廃棄物処理業 

 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」という）において、事業

場から排出される廃棄物（廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリ

ートくず及び陶磁器くず、がれき類、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、ば

いじん）と特定の事業活動から排出される廃棄物（紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残

さ、動物のふん尿、動物の死体、動物系固形不要物）は、産業廃棄物に分類され、それ以外

の一般廃棄物と区別される。一般廃棄物は各市町村の廃棄物処理計画に基づき、市町村が処

理を行うこととなっているが、産業廃棄物は、排出事業者が責任を持って処理しなければな

らない。保健所では産業廃棄物の処理に起因する生活環境への影響を防止するため、排出事

業者、処理業者及び処理施設に対する指導をおこなっている。 

 産業廃棄物処理業には「産業廃棄物収集運搬業」、「特別管理産業廃棄物収集運搬業」、

「産業廃棄物処分業」、「特別管理産業廃棄物処分業」があり、これら許可申請に係る事務

手続きや事業所の監視業務も保健所にて行っている。 

 

表１ 管内の産業廃棄物処理業                  令和４年度末 単位：件 

                  市町村名 

 

業 種 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

産業廃棄物収集運搬業 54 3 8 0 8 20 7 1 1 102 

特別管理産業廃棄物収集運搬業 3 0 0 0 0 2 1 0 0 6 

産業廃棄物処分業 12 0 2 0 1 3 1 0 0 19 

特別管理産業廃棄物処分業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

 

イ 産業廃棄物処理施設 

廃棄物処理法第 15条において、一定規模以上の処理能力を有する処理施設の設置につい

ては、設置の許可を得なければならないとされている。管内における産業廃棄物処理施設の

設置許可状況は表２のとおりである。 
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表２ 管内廃棄物処理施設の設置状況                令和４年度末 単位：件 

市町村名 

 

種 類 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

汚泥の脱水施設 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

汚泥の焼却施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

廃油の焼却施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

廃プラスチック類の破砕施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

廃プラスチック類の焼却施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

木くずの破砕施設 4 0 0 0 0 1 1 0 0 6 

がれき類の破砕施設 9 0 1 0 1 3 1 0 0 15 

産業廃棄物の焼却施設 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

安定型最終処分場 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

管理型最終処分場 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 

※管内に設置のない種類は省略 

（３） 建設リサイクル 

平成 14 年 5 月に建設リサイクル法が施行され、以下①～④に該当する建設現場から排出

される特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊、建設発生木材、

コンクリート及び鉄から成る資材）は分別解体の徹底、再資源化が求められている。保健所

では、土木事務所から建設工事等の情報をもとに、工事現場の監視や立入検査を行っている。 

建設リサイクル法に係る対象建設工事は、以下のとおり。 

①建築物に係る解体工事（床面積 80 ㎡以上） 

②建築物に係る新築又は増築の工事（床面積 500 ㎡以上） 

③建築物に係る修繕等の工事（請負代金１億円以上） 

④建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（請負代金 500 万円以上） 

 

表３ 建設リサイクル法対象工事件数              令和４年度 単位：件 

市町村名 

 

工事の種類 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

広 

域 

合 

計 

①解体工事 37 4 2 2 0 8 0 1 0 0 54 

②新築・増築 7 0 0 1 0 0 0 0 0 0 8 

③修繕等 0 0 1 0 0 3 0 0 0 0 4 

④建築物以外 48 22 6 5 3 16 8 2 7 12 129 

合 計 92 26 9 8 3 27 8 3 7 12 195 

 

（４） 自動車リサイクル 

使用済みとなった自動車（廃自動車）は、「使用済自動車の再資源化等に関する法律（以

下「自動車リサイクル法」という。）に基づき、再資源化が義務づけられている。 
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保健所では最終所有者から廃自動車を引き取る「引取業」、廃自動車からクーラーガスな

どを回収する「フロン類回収業」の事業者登録を行っている。また、廃自動車から部品取り

などを行う「解体業」と、解体済自動車を破砕し分別する「破砕業」は県知事の許可が必要

となっており、許可申請の受付業務を行っている。その他放置自動車や無許可解体業などの

取締りなども行っている。 

 

表４ 自動車リサイクル法に係る登録業者・許可業者       令和４年度末 単位：件 

市町村名 

 

業 種 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

引取業 30 0 1 0 7 4 3 1 0 46 

フロン類回収業 8  0  0  0 1 1 2 1  0 13 

解体業 8 0 0 0  1 0 2 0 0  11 

破砕業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

合 計 47 0 1 0 9 5 7 2 0 71 

 

（５） ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物 

 ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、熱で分解しにくく、不燃性、電気絶

縁性が高いなど化学的にも安定な性質を有することから電気機器の絶縁油、熱交換器の熱媒

体、ノンカーボン紙など様々な用途に利用されてきた。しかしながらＰＣＢには毒性があり、

健康被害が報告されたことにより平成 15 年に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

推進に関する特別措置法（平成 15年 6月 18 日（法律第 93号」）（以下「ＰＣＢ特措法」

という。）が定められ、ＰＣＢ廃棄物の保管、処分等について規制等が行われてきた。さら

にＰＣＢが使用されている電気機器（変圧器、コンデンサー、安定器）は処分期間内に必ず

処分しなければならないことから、保健所では、ＰＣＢ廃棄物の保管事業者へは報告書の提

出及び保管方法や早期処分についての指導を行っている。 

 

表５ ＰＣＢ廃棄物保管・ＰＣＢ使用製品所有事業者                    単位：件 

市町村名 

 

機器の種類 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

令和３年度末保有事業者 5 0 0 0 2 2 0 0 0 9 

令和４年度処理済事業者 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

令和４年度末保管等事業者 4 0 0 0 2 2 0 0 0 8 

 

（６）廃棄物不適正処理防止対策 

ア 不法投棄実態調査 

 管内における産業廃棄物及び一般廃棄物の不法投棄事案について、毎年度、管内市町村の協

力のもと１か所の投棄物の合計が約１ｔ以上の不法投棄事案の調査を実施している。管内の不

法投棄件数の推移を表６，表７に示した。 
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表６ 不法投棄件数の推移（投棄物１ｔ以上）                 単位：件 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

一 般 廃 棄 物 12 12 15 18 16 

産 業 廃 棄 物 6 3 4 5 5 

混 合 廃 棄 物 4 2 3 3 4 

合  計 22 17 22 26 25 

 

表７ 不法投棄場所の内訳（投棄物１ｔ以上）                 単位：件  

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

原 野 7 4 5 6 7 

山 林 等 11 9 11 14 13 

農 用 地 3 3 3 2 2 

河 川 海 岸 等 0 0 0 2 1 

そ の 他 1 1 2 2 2 

合 計 22 17 21 26 25 

 

イ 廃棄物不適正処理防止対策 

廃棄物の不法投棄や不適正処理（放置、野外焼却など）は、生活環境の悪化だけではなく、

自然環境汚染にもつながり、生態系に影響を与えるなど深刻な問題となっている。 

 

表８ 廃棄物処理業等監視指導件数             令和４年度 単位：件 

区 分 立入検査※１ 監視パトロール※２ 

一般廃棄物処理施設 0 0 

自ら処理業者 中間処理 2 0 

最終処分 0 0 

排出事業者 建設工事 11 728 

ＰＣＢ 9 8 

その他(不適正処理含む) 26 14 

産業廃棄物処理業

者 

収集運搬 26 18 

中間処理（処分業） 7 20 

最終処分 6 2 

公共 0 2 

自動車リサイクル

法 

引取業 10 19 

フロン類回収業 2 1 

解体業 7 10 

破砕業 0 0 

その他（廃掃法無許可業者など） 6 615 

不法投棄  401 

野外焼却（野焼き）  31 

不適正処理  217 

その他監視  788 

※１:環境衛生指導員による立入検査  ※２:廃棄物監視指導員によるパトロール件数 
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 保健所では、環境衛生指導員による事業場などへの立入検査、廃棄物監視指導員（警察出

身者）による不適正処理監視パトロールを行い、不適正処理の是正を指導している。(表８)

 また、毎年 5月 30 日の「ゴミゼロの日」を含めた前後に「廃棄物不法投棄県下一斉パト

ロール」を実施している。さらに「管内廃棄物不法処理防止ネットワーク会議」を設置し、

各市町村、所轄警察署、消防署、海上保安本部などと連携した取組みを行っている。 

 

 (７) 浄化槽 

浄化槽とは、建築物（住宅や事業所など）のトイレ、台所、お風呂、洗濯、洗面所などから

排出される汚水を浄化する設備のことで、その維持管理等については浄化槽法で定められてい

る。 

ア 浄化槽設置届・設置計画書 

浄化槽法（以下「法」という。）においては、浄化槽を設置する前に保健所への届出（建

築確認申請を行う場合は建築主事等へ浄化槽設置計画書を提出）が義務づけられている。 

保健所では、浄化槽設置届出書及び建築主事等より送付される浄化槽設置計画書の受理、浄

化槽使用開始報告書や管理者変更及び廃止届などの事務処理を行っている。 

 

表９ 市町村別浄化槽設置届・設置計画書等状況（既設報告含む）   令和４年度 単位：件 

市町村名 

 

人槽 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

合
計 

 5～20 173 15 11 6 59 44 6 0 314 

21～50 11 1 0 0 6 0 0 0 18 

 51～100 1 3 0 0 3 0 0 0 7 

101～500 1 0 0 0 2 0 0 0 3 

501 以上 1 0 0 0 3 0 0 0 4 

合 計 187 19 11 6 73 44 6 0 346 

※伊是名村は事務委任 

 

表 10 浄化槽設置届出書・設置計画書等の年次変化                 単位：件 

年 度 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

設置届出書(既設報告含む) 126 106 104 119 106 

設置計画書 175 226 263 228 240 

設置変更・変更計画 69 90 89 86 60 

使用開始報告･使用再開 124 132 165 257 151 

管理者変更･技術管理者変更 26 36 78 110 75 

廃止・休止・中止・取り下げ 28 18 57 303 39 
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表 11 管内市町村別浄化槽設置基数                 令和４年度末 単位：件 

種別 

  市町村名 

  

人 槽 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

合
計 

単
独
浄
化
槽 

20 以下 3,181 576 322 150 512 860 371 11 5,983 

21～50 225 70 28 31 56 37 39 3 489 

51～100 17 7 5 2 4 3 2 0 40 

101～500 8 3 3 0 2 3 2 0 21 

501 以上 2 1 0 0 0 0 0 0 3 

小 計 3,433 657 358 183 574 903 414 14 6,536 

合
併
浄
化
槽 

20 以下 2,330 293 228 143 886 798 277 4 4,959 

21～50 230 45 20 22 90 61 39 3 510 

51～100 94 24 5 11 27 12 14 0 187 

101～500 79 16 8 7 28 19 16 5 178 

501 以上 20 3 0 1 6 1 0 1 32 

小 計 2,753 381 261 184 1,037 891 346 13 5,866 

合 計 6,186 1,038 619 367 1,611 1,794 760 27 12,402 

 

イ 浄化槽法定検査 

法第 7条では、浄化槽を設置してから３ヶ月経過した後５ヶ月以内に検査を受けなければ

ならないとされている。さらに年 1回の定期検査（法第 11条）が義務づけられている。保

健所では、これらの受検指導及び検査結果により不適正と判明した浄化槽については設置者

に対して改善の指導を行っている。 

 

表 12 市町村別法定検査件数                   令和４年度 単位：件 

市町村名 

 

検査 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

合
計 

7 条 

検査 

検査数 107 10 10 7 43 50 5 1 233 

不適(不適率) 20 0 2 0 7 10 4 0 43(18.4%) 

11 条

検査 

検査数 651 217 101 127 307 128 233 11 1,775 

不適(不適率) 14 8 5 6 7 4 13 0 57(3.2%) 
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ウ 浄化槽設置者講習会 

浄化槽の維持管理等に関する知識の普及啓発を目的として、保健所では浄化槽を新設する

者を対象に毎月 1回浄化槽設置者講習会を開催している。この講習会では、浄化槽設置前に

浄化槽管理者の義務（保守点検・清掃・法定検査）を知ることにより、浄化槽の維持管理を

適切に行うことなどを説明している。なお、県内の各保健所（那覇市を除く）でも同様の講

習会をおこなっている。 

 

表 13 浄化槽設置者講習会開催数及び受講者数（過去 5年実績）         単位：件 

年 度 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

開 催 数 ( 回 ) 12 11 7 4 11 

受 講 者 ( 人 ) 336 300 188 75 262 

※平成 31 年度から令和４年度は新型コロナウイルスまん延の影響により、実施回数減。 

 

エ 浄化槽保守点検業の登録業務 

浄化槽の維持管理は専門の知識や技術が必要であることから、自ら行う場合を除き、保健

所に登録された浄化槽保守点検業者に委託しなければならない。保健所では、管内に営業所

を持つ事業者の登録を行い、その業務が適切に行われるように指導等を行っている。なお、

他保健所にて登録を行っている業者においても、登録時に営業区域（市町村）を管轄保健所

へ届出ることにより北部管内で営業することができる。 

 

表 14 浄化槽保守点検業者数                       令和４年度末 単位：件 

市町村名 

浄化槽 

保守点検業者 

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

合
計 

管内登録事業者数 7 2 1 0 4 3 3 2 1 23 

 

(８) そ族昆虫及び衛生害虫 

 明治 30年に制定された「伝染病予防法」は、平成 11年 4月 1 日に「感染症法」が施行されたこ

とにより廃止された。よって、それまで保健所において行ってきたそ族昆虫駆除の業務は市町村へ

移管され、地域における蚊などの衛生害虫の駆除は市町村担当課が行うこととなった。しかし、近

年、セアカゴケグモなどの外来生物などによる被害やヒアリなどの侵入のおそれなどがあることか

ら、市町村担当課や住民からの通報などがあった場合は、昆虫類の同定を衛生環境研究所衛生動物

室へ依頼することにより対応している。 

また、県自然保護課からの依頼により、「ヒアリ等同定研修」に参加し県民からの通報に対応す

る体制を整えている。 
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